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（１） 社会福祉法人

８－１表 社会福祉法人の法人数の推移

年 度

総 数 所 轄 庁 別 内 訳 経 営 形 態 別 内 訳

設 立
解散・

移 転
合 併

法人数

年度末

厚生労働

大 臣

東京都

知 事
区市長

社会福祉

協 議 会

社会福祉

事 業 団

共 同

募金会

そ の 他 の 法 人

施設を経営

する法人

施設を経営

しない法人
小 計

平成 年度

平成 年度

令和元

令和２

平成３

平成４

平成５

注１ 所轄庁別内訳中、厚生労働大臣とは、東京都内に法人本部事務所をおき、法人の事業が２以上の地方厚生局にまたがり、①全国を単位

として行われる事業、②地域を限定しないで行われる事業、③法令の規定に基づき指定を受けて行われる事業に該当する法人をいう。東

京都知事とは、東京都内に法人本部事業所をおき、厚生労働大臣、区市長以外の法人をいう。区市長とは、東京都内に法人本部をおき、

１つの区市の区域内でのみ事業を行っている法人をいう（平成 年度及び 年度に法改正による権限移譲あり。）。

２ 経営形態別内訳中、その他の法人とは、社会福祉協議会、社会福祉事業団及び共同募金会を除く法人をいう。

３ 施設を経営しない法人とは、相談、連絡又は助成等事業を行う法人等をいう（令和元年度より国の福祉行政報告例において「施設」の

定義が明確化されたことに伴い、医療保護施設、小規模保育事業、障害福祉サービス事業（生活介護）、障害福祉サービス事業（自立訓

練）、障害福祉サービス事業（就労移行支援）、障害福祉サービス事業（就労継続支援）のみを実施している法人については、施設を経営

しない法人に計上している。）。

４ 施設経営のほか相談、連絡又は助成等事業を行っている法人については、施設を経営する法人に計上した。

５ 設立には、他道府県市から東京都内に本部を移転した法人を含む。

６ 合併には、合併に伴い東京都内の法人数が減少した場合の件数のみ計上した。
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（１） 社会福祉法人

８－１表 社会福祉法人の法人数の推移

年 度

総 数 所 轄 庁 別 内 訳 経 営 形 態 別 内 訳

設 立
解散・

移 転
合 併

法人数

年度末

厚生労働

大 臣

東京都

知 事
区市長

社会福祉

協 議 会

社会福祉

事 業 団

共 同

募金会

そ の 他 の 法 人

施設を経営

する法人

施設を経営

しない法人
小 計

平成 年度

平成 年度

令和元

令和２

平成３

平成４

平成５

注１ 所轄庁別内訳中、厚生労働大臣とは、東京都内に法人本部事務所をおき、法人の事業が２以上の地方厚生局にまたがり、①全国を単位

として行われる事業、②地域を限定しないで行われる事業、③法令の規定に基づき指定を受けて行われる事業に該当する法人をいう。東

京都知事とは、東京都内に法人本部事業所をおき、厚生労働大臣、区市長以外の法人をいう。区市長とは、東京都内に法人本部をおき、

１つの区市の区域内でのみ事業を行っている法人をいう（平成 年度及び 年度に法改正による権限移譲あり。）。

２ 経営形態別内訳中、その他の法人とは、社会福祉協議会、社会福祉事業団及び共同募金会を除く法人をいう。

３ 施設を経営しない法人とは、相談、連絡又は助成等事業を行う法人等をいう（令和元年度より国の福祉行政報告例において「施設」の

定義が明確化されたことに伴い、医療保護施設、小規模保育事業、障害福祉サービス事業（生活介護）、障害福祉サービス事業（自立訓

練）、障害福祉サービス事業（就労移行支援）、障害福祉サービス事業（就労継続支援）のみを実施している法人については、施設を経営

しない法人に計上している。）。

４ 施設経営のほか相談、連絡又は助成等事業を行っている法人については、施設を経営する法人に計上した。

５ 設立には、他道府県市から東京都内に本部を移転した法人を含む。

６ 合併には、合併に伴い東京都内の法人数が減少した場合の件数のみ計上した。

資料 福祉局指導監査部指導調整課

（２） 民生委員

８－２表 民生委員・児童委員活動状況、区市町村別

令和５年度

区市町村
民生委員数

（年度末）

相 談 ・

支援件数

調 査 ・

実態把握

行事参加

・ 協 力

地 域 ・

自主活動

民 児 協

運営・研修
証明事務

要保護児童

通 告 等
訪問回数

連絡調整

回 数
活動日数

人 件 件 回 回 回 件 件 回 回 日

総 数

区 部

千 代 田 区
中 央 区
港 区
新 宿 区
文 京 区

台 東 区
墨 田 区
江 東 区
品 川 区
目 黒 区

大 田 区
世 田 谷 区
渋 谷 区
中 野 区
杉 並 区

豊 島 区
北 区
荒 川 区
板 橋 区
練 馬 区

足 立 区
葛 飾 区
江 戸 川 区

市 部

八 王 子 市
立 川 市
武 蔵 野 市
三 鷹 市
青 梅 市

府 中 市
昭 島 市
調 布 市
町 田 市
小 金 井 市

小 平 市
日 野 市
東 村 山 市
国 分 寺 市
国 立 市

福 生 市
狛 江 市
東 大 和 市
清 瀬 市
東久留米市

武蔵村山市
多 摩 市
稲 城 市
羽 村 市
あきる野市

西 東 京 市

郡 部

瑞 穂 町
日 の 出 町
檜 原 村
奥 多 摩 町

島 部

大 島 町
利 島 村
新 島 村
神 津 島 村
三 宅 村

御 蔵 島 村
八 丈 町
青 ヶ 島 村
小 笠 原 村
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（３） 資金

８－３表 生活福祉資金

（８－３表の１）
単位 件、千円

項 目
平成 年度 令和元

貸付申込分 貸付決定分 貸付申込分 貸付決定分 貸付申込分 貸付決定分

元 金 合 計
件 数

金 額

福 祉 費
件 数

金 額

緊 急 小 口

資 金

件 数

金 額

教 育 支 援

資 金

件 数

金 額

総 合 支 援

資 金

件 数

金 額

不 動 産 担 保 型

生 活 資 金

件 数

金 額

要 保 護 者 世 帯

向 け 不 動 産 担

保 型 生 活 資 金

件 数

金 額

注１ 端数処理のため、総数と内訳の計が一致しない場合がある。

２ 令和２年度から令和４年度までの緊急小口資金及び総合支援資金については、新型コロナウイルス感染症の影響による特例貸付を含

む。

資料 福祉局生活福祉部地域福祉課

８－４表 生活福祉資金償還状況

単位 千円、％

年 度
現 年 度 過 年 度

調 定 金 額 償 還 金 額 償 還 率 調 定 金 額 償 還 金 額 償 還 率

平 成 年 度

令 和 元

令 和 ２

令 和 ３

４

５

注１ 長期生活支援資金（要保護世帯向けを含む。）、不動産担保型生活資金（要保護世帯向けを含む。）を除く。

２ 令和４年度及び令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の影響による特例貸付を含む。

資料 福祉局生活福祉部地域福祉課

－ 124 －



（３） 資金

８－３表 生活福祉資金

（８－３表の１）
単位 件、千円

項 目
平成 年度 令和元

貸付申込分 貸付決定分 貸付申込分 貸付決定分 貸付申込分 貸付決定分

元 金 合 計
件 数

金 額

福 祉 費
件 数

金 額

緊 急 小 口

資 金

件 数

金 額

教 育 支 援

資 金

件 数

金 額

総 合 支 援

資 金

件 数

金 額

不 動 産 担 保 型

生 活 資 金

件 数

金 額

要 保 護 者 世 帯

向 け 不 動 産 担

保 型 生 活 資 金

件 数

金 額

注１ 端数処理のため、総数と内訳の計が一致しない場合がある。

２ 令和２年度から令和４年度までの緊急小口資金及び総合支援資金については、新型コロナウイルス感染症の影響による特例貸付を含

む。
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８－４表 生活福祉資金償還状況

単位 千円、％

年 度
現 年 度 過 年 度

調 定 金 額 償 還 金 額 償 還 率 調 定 金 額 償 還 金 額 償 還 率

平 成 年 度

令 和 元

令 和 ２

令 和 ３

４

５

注１ 長期生活支援資金（要保護世帯向けを含む。）、不動産担保型生活資金（要保護世帯向けを含む。）を除く。

２ 令和４年度及び令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の影響による特例貸付を含む。
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援助

貸付決定状況

（８－３表の２）

２ ３ ４ ５

貸付申込分 貸付決定分 貸付申込分 貸付決定分 貸付申込分 貸付決定分 貸付申込分 貸付決定分

（４） 城北労働・福祉センター

８－５表 城北労働・福祉センターの利用状況

単位 人、件

年 度

相

談

受

付

数

相 談 延 件 数

総

数

労

働

生
活
保
護

福

祉

法

そ
の
他
の

医

療

応 急 援 護
そ

の

他

給

食

交

通

物

品

宿

泊

平 成 年 度

平 成

令 和 元

令 和 ２

令 和 ３

平 成４

平 成５
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（５） 福祉人材養成の状況

８－６表 介護等従事者養成の状況

ａ 介護員養成研修修了者の状況

単位 人

年 度 総 数
介 護 職 員 初 任 者 研 修 課 程 生 活 援 助 従 事 者 研 修 課 程

総 数 通 学 通 信 総 数 通 学 通 信

平 成 年 度 ・ ・ ・

令 和 元

令 和 ２

令 和 ３

平 成４

平 成５

注１ 平成 年４月から訪問介護員（ホームヘルパー）養成研修２級課程相当の研修として、介護職員初任者研修課程を新設

２ 平成 年 月から生活援助従事者研修課程を新設

資料 福祉局生活福祉部地域福祉課

ｂ 障害者居宅介護従業者基礎研修等修了者の状況

単位 人

年 度 居宅３級 居宅２級 居宅１級 重度訪問 行動援護 同行援護 居宅初任者 居宅基礎

平 成 年 度 ・ ・ ・

平 成 ・ ・ ・

令 和 元 ・ ・ ・

令 和 ２ ・ ・ ・

令 和 ３ ・ ・ ・

平 成４ ・ ・ ・

平 成５ ・ ・ ・

注１ 「障害者居宅介護従業者基礎研修等事業」は、平成 年８月１日「障害者（児）居宅介護従業者養成研修等事業」から改正

２ 同行援護は、平成 年 月１日新設

３ 居宅初任者は、平成 年８月１日新設

４ 居宅基礎は、平成 年８月１日新設

５ 居宅３級、２級及び１級は、平成 年７月 日廃止

資料 福祉局生活福祉部地域福祉課

ｃ 障害者（児）移動支援従業者養成研修修了者の状況

単位 人

年 度 視 覚 障 害 全身性障害 知 的 障 害

平 成 年 度

平 成

令 和 元

令 和 ２

令 和 ３

平 成４

平 成５

注 「障害者（児）移動支援従業者養成研修事業」は、平成 年 月１日「障害者（児）居宅介護従業者養成研修事業」から移行

資料 福祉局生活福祉部地域福祉課

－ 126 －


